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序章 検討の経緯 

電波の公平かつ能率的な利用を確保することによって公共の福祉を増進する

（電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第１条）観点から、我が国の携帯電話用周

波数の割当方式の抜本的な見直しを行い、達成すべき条件を確保しつつ、経済的

価値を一層反映した周波数割当方式を検討するため、令和３年 10 月から「新た

な携帯電話用周波数の割当方式に関する検討会」が開催され、令和４年 11 月に

報告書が取りまとめられた。 

同報告書において、諸外国の携帯電話用周波数の割当方式は、オークション導

入当初に比べて多様化しており、入札額の多寡のみで落札者を決定する「純粋オ

ークション」に始まり、現在では、各周波数帯の特性等に応じて電波の経済的価

値を反映しつつ、市場動向等も勘案して、政策目標を達成するために必要な項目

を割当ての際の条件として課す「条件付オークション」が主流となっている旨指

摘されている。それを踏まえ、我が国における新たな携帯電話用周波数の割当方

式について、従来の総合評価方式（特定基地局開設料制度）に加え、「条件付オ

ークション」を選択可能となるよう検討を進めることが適当であるとの基本的

な方向性が整理され、このような新たな割当方式を導入する場合には、令和７年

度末までに５Ｇ用として新たに割当てが想定される周波数帯（4.9GHz 帯、

26GHz 帯、40GHz 帯等）を念頭に置き、具体的な制度設計を進めることが必要

であるとされた。 

また、令和５年１月より「デジタル変革時代の電波政策懇談会 ５Ｇビジネス

デザインワーキンググループ」（主査：森川博之 東京大学大学院工学系研究科

教授）が開催され、今後５G をビジネスとして社会に実装し拡大する観点から、

周波数ごとの政策目標を明確にした上で、割当方式の在り方も含めた電波の有

効利用のための議論を進めることが重要であるとされ、５G ビジネスの拡大に

資する新たな割当方式として、ミリ波等の高い周波数帯について条件付オーク

ションを選択可能とするよう検討を進めることが適当であるとされた。 

このため、同ワーキンググループの下で、令和５年２月から「割当方式検討タ

スクフォース」（主任：柳川範之 東京大学大学院経済学研究科教授）を開催し、
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「条件付オークション」について、付与する条件の内容やオークション方式など、

政策目標の実現に資する制度設計の詳細な検討を集中的に進めてきた。 

本取りまとめは、令和７年度末までに５Ｇ用として新たに割当てが想定され

る周波数帯を念頭に、「条件付オークション」の適用条件、具体的な制度設計、

具体的な実施方法等について検討を行った結果を取りまとめたものである。  
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第１章 条件付オークションと総合評価方式の適用条件 

（１）周波数帯ごとの政策目標 

新たな割当方式の導入に当たり、各周波数帯の国内外における利活用の状

況、事業者等における今後の利活用の見通し、技術革新への取組等を踏まえて、

政策目標を設定することが重要である。 

そこで、比較的低い周波数帯（ローバンド、ミッドバンド、Sub6）は、 

⚫ 電波が比較的遠くまで到達しやすく、利活用しやすい周波数帯であり、広域

なエリアカバレッジに適していること 

⚫ 都市部だけでなく、全国各地において先進的なサービスの具体化が始まっ

ていること 

⚫ これまで、総合評価方式により、エリアカバレッジを重視した割当てが行わ

れてきたこと 

等を踏まえ、５Ｇビジネスの基礎的なインフラとして、全国的なエリアカバレ

ッジを実現することを政策目標とすることが考えられる。 

他方、比較的高い周波数帯（ミリ波等）は、 

⚫ 伝送できる情報量は大きいものの、伝搬距離が短いという特徴を有するこ

と 

⚫ 新サービス（キラーコンテンツ）が創出されておらず、限定的な利用にとど

まっていること 

⚫ 諸外国においても本格的な利用はこれからであり、世界に先駆けて利活用

技術やビジネスモデルを確立し、国際競争力の強化や経済成長の加速を図

っていくという観点が重要であること 

また、他の無線システムと共用が必要な周波数帯は、 

⚫ 他の無線システムとの干渉を避けるため、地理的・時間的な制約が生じるた

め、スポット的な利用にとどまるケースが増加することが想定されること 

等を踏まえ、エリアカバレッジを重視するのではなく、多種多様なプレイヤ

ーが参入し、試行錯誤の上で、創意工夫によるイノベーションや新サービス

の創出につながることを政策目標とすることが考えられる。  
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（２）条件付オークションと総合評価方式の適用条件 

（ア）論点 

政策目標を踏まえた割当方式の制度設計に当たって、条件付オークショ

ンと総合評価方式の適用条件についてどのように考えるか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 6GHz を基準とすることについては、オーストラリアの周波数割当て方

針においても、ローバンド・ミッドバンド・ハイバンドの区分の際に用

いられており、妥当。（西村構成員） 

￭ 6GHz を基準とすることについては、現段階において目安を設けるとす

れば、現状を踏まえてこれが適当であるということと理解。（柳川主任） 

￭ 一つの目安として 6GHz で区分し、6GHz 以下の帯域の政策目標を「全

国的なエリアカバレッジの実現」とすることは理解できる。総合評価方

式でなければ政策目標を実現することができないかについては、もう

少し整理する必要があるのではないか。（佐野構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 高い周波数帯については、ニーズに即した展開によって産業への貢献

や社会課題の解決等につながるよう、事業者の創意工夫によるイノベ

ーションの促進に資する条件付オークションによる割当てが適する。

（NTT ドコモ） 

￭ 広く全国をカバーすることが求められる低い周波数帯は、総合評価方

式がふさわしい。一方、ミリ波等の高い周波数帯や共用帯域は、事業者

の創意工夫による多様な利用形態が想定されるため、条件付オークシ

ョンの対象となる。（KDDI） 

￭ 6GHz より低い周波数帯は、広域なエリアカバレッジに適していること

から、従来の総合評価方式による割当てが適当。一方、ミリ波帯等の高

い周波数帯は、スポット的な利用が見込まれること等から、条件付オー

クションによる割当てを採用することに一定の合理性がある。（ソフト
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バンク） 

￭ 条件付オークションは、経済的価値の考慮の度合いが大きく、落札額の

過度な高騰や特定事業者への周波数の集中といった懸念があり、これ

が払拭されない限りは選択すべきでない。しかし、ミリ波帯については、

空き帯域が豊富にあり、これらの懸念が想定しづらいものの、後発事業

者に配慮した制度設計が行われるべき。（楽天モバイル） 

 

（ウ）考え方 

条件付オークションと総合評価方式の適用条件については、手続の透明

性の確保の観点から、周波数帯等の客観的かつ明確な判断基準を設けてお

くことが適当である。 

これに関して、現行の電波法に基づく電波利用料の料額の算定において

は、6GHz 以下の周波数帯について、広域なエリアカバレッジに適している

という電波の特性を踏まえた課金体系1が導入されており、割当方式の適用

条件の判断基準としても、6GHz を目安とすることが考えられる。 

6GHz 以下の低い周波数帯については、従来と同様に総合評価方式を適用

し、エリアカバレッジに係る項目を中心に比較審査を行うことで、全国的な

エリアカバレッジの実現を目指していくことが適当である。 

他方で、6GHz 超の帯域や共用帯域については、新たに条件付オークショ

ンを選択可能とし、エリアカバレッジを達成することよりも、スポット的な

利用ニーズに即した創意工夫によるイノベーションや新サービスの創出が

期待される場合に、条件付オークションの適用を原則としていくことが適

当である。 

 

 

                                            
1 広範囲の地域において同一の者により相当数開設される無線局に使用させることを目的

として「広域使用電波」として指定した周波数の電波を使用する無線局の免許人につい

て、無線局数ではなく、使用する周波数帯域幅に応じた課金体系とすることにより、広域

なエリアカバレッジの実現に向けて、より多くの基地局を整備するインセンティブを高め

ている。 
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図表１－１ 条件付オークションと総合評価方式の適用条件 

 

 

 

図表１－２ 今後の５G 等の周波数の割当て 
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第２章 条件付オークション実施の全体像（イメージ） 

（１）条件付オークション実施の全体像（イメージ） 

条件付オークションは、以下の流れで実施されることが想定される。 

⚫ 条件付オークションを実施しようとする場合、新規参入者等の潜在的な利

用ニーズを含め、事業者の利用ニーズを的確に把握することが重要である

ことから、利用意向調査を行った上で、実施方針等に関する検討を進め、実

施方針を策定する。 

なお、実施方針の策定においては、ルールを設定するに当たっての目的や背

景、考え方を示すことが重要と考えられる。 

⚫ 策定された実施方針に基づいてオークションを実施し、割当てを受ける者

を決定し、当該者に対して排他的申請権を付与する。 

⚫ 排他的申請期間内において随時免許の申請が行われ、審査の結果問題がな

ければ免許が付与される。 

⚫ 排他的申請期間満了後は、その時点における電波の有効利用の状況や事業

者のニーズ等を踏まえ、対応を検討する。 

 

図表２－１ 条件付オークション実施の全体像（イメージ） 
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（ア）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ どのような事業者が割当てを希望するかについて、条件付オークショ

ンの実施前に利用意向調査を行い、潜在的な利用ニーズも含めてしっ

かりと実情を把握することが必要。（林構成員） 

￭ 利用意向調査によって、新規参入者も含めた利用ニーズを把握するこ

とが必要。（石田構成員） 

￭ 落札者は、落札金を支払うことによって、対象周波数において排他的に

無線局免許を申請することができる地位を得ることができ、混信等の

防止の観点から別途審査の結果、問題なければ無線局を開設・運用でき

ることとするのが、現行制度との関係でも適当。（林構成員） 

￭ 実施方針の策定において様々なルールが設定されることになるが、な

ぜそのようなルールを設定したのかを含め、制度設計の目的・背景につ

いて丁寧な説明が求められる。（西村構成員） 
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第３章 オークションのデメリットとされている事項への対応策 

（１）論点 

オークションのデメリットとされている事項（落札額の過度な高騰・特定事

業者への周波数の集中）について、制度設計においてどのように対応すべきか。 

 

① 十分な周波数枠の確保 

（ア）主な意見 

事業者からの主な意見 

￭ 十分な周波数幅・周波数枠を確保することで、特定の帯域へ入札が集中

することによる過度な高騰が起きないようにすることが望ましい。一

方で、割り当てられる帯域が過度に細分化されてしまうと、システム性

能を十分に活かせなくなる懸念があるため、諸外国の事例や今後の標

準化の動きを参考に、周波数幅と周波数枠とのバランスを考慮して検

討することが望ましい。（NTT ドコモ） 

￭ 落札額の高騰防止策として、十分な周波数枠を確保することが重要。

（KDDI） 

￭ イノベーションや新サービスの創出を促す観点から、新規参入もある

程度想定した十分な周波数枠の確保が必要。（ソフトバンク） 

￭ 落札額の過度な高騰を防ぐため、十分な周波数の割当て幅、割当て枠の

確保が必要。また、これらの設定に当たっては、諸外国の事例等を考慮

し、国際標準に配慮しながら行うことが望ましい。（楽天モバイル） 

 

（イ）考え方 

新規参入者等を含む幅広い事業者を対象とした利用意向調査の結果等を

踏まえ、需要に対して十分な周波数枠を確保することが適当である。 
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なお、１つの枠当たりの周波数幅の設定については、サービス内容にも大

きな影響を与えることから、技術や国際標準化の動向2等を踏まえないもの

（過度な細分化等）とならないよう留意することが必要である。 

 

② 周波数キャップの適用 

（ア）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 資金力のある事業者がほとんどの周波数枠を落札した場合は、公正な

競争が確保されなくなり、結果としてサービスの高度化や料金の低廉

化へのインセンティブが低下し、ひいては電波の有効利用が図られな

いおそれがあることから、周波数キャップを設定することに賛成。（林

構成員） 

￭ オークションにおいて獲得可能な周波数幅に係る上限なのか、既に割

り当てられている周波数幅も含めた上限なのかという点や、上限の数

値については、決定に関するプロセス又は根拠を示すことが必要。（西

村構成員） 

￭ 上限の設定に関して企業グループ単位とすることも考えられることか

ら、企業グループに関する情報について確認できるよう、事業者の申請

事項に含めることが必要。（西村構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 諸外国の事例も参考にしながら、割り当てられる周波数の幅や特性等

を踏まえ、周波数帯域ごとに適切に上限を設定することが望ましい。

（NTT ドコモ） 

￭ オークションにおける獲得周波数幅に周波数キャップを設定すること

が望ましい。ただし、オークション対象の周波数帯と同様の周波数帯を

既に保有している場合は、保有周波数幅を含めた周波数キャップの設

定を検討することが必要。（KDDI） 

                                            
2 ３GPP の標準仕様では、５Ｇのミリ波帯における１単位当たりの帯域幅として、50MHz

幅・100MHz 幅・200MHz 幅・400MHz 幅が規定されている。 
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￭ 特定の事業者が全ての周波数枠を獲得することがないよう、周波数キ

ャップを設定することが必要。また、条件付オークションによる割当て

の対象となる周波数帯と同様の周波数帯において事業者間で保有周波

数幅に差がある場合には、公正競争の観点から周波数キャップを設定

することも考えられる。（ソフトバンク） 

￭ 事業者間の公正競争の観点から、周波数キャップの設定は必要。周波数

帯ごとの特性を踏まえ、周波数帯ごとに事業者の保有する周波数幅に

上限を設定すべき。（楽天モバイル） 

￭ 周波数キャップの算定については、企業グループ全体としての算定を

想定。（NTT ドコモ、KDDI） 

 

（イ）考え方 

電波の公平な利用や公正な競争環境を確保する観点から、 

⚫ 割当対象の周波数帯の電波と同様の周波数帯の電波に係る割当て状況 

⚫ 公平な周波数獲得機会の確保 

等を踏まえ、 

⚫ 条件付オークションにおいて落札可能な周波数幅に上限を設定する 

⚫ 条件付オークションによる割当て後において事業者に割り当てられるこ

ととなる周波数幅に上限を設定する 

等、設定に当たっての考え方を示した上で、適切な設定を行うことが適当で

ある。 

なお、周波数キャップの適用に当たっては、その単位を一の事業者又はグ

ループ全体とするかや、割当て後に事業者同士の吸収・合併等が生じた場合

の取扱いについても、条件付オークションの実施前に整理して判断基準を

示しておくことが適当である。  
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③ 競り上げのラウンド制限 

（ア）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ ラウンド数を減らしすぎると実質的に封印入札と異ならない。ラウン

ド数が多くなりすぎないようにするためには、アクティビティルール

の設計等の間接的な方法を検討することが必要。（安田構成員） 

￭ 競り上げによって周波数の価値に見合った価格を付けることができる

点が競り上げの一つの利点。競り上げのラウンド制限について、オーク

ションの理論上は落札額の高騰を抑制する強い効果があるとは考えら

れていない。むしろ時間がかかりすぎないよう一定のラウンドで制限

することには合理性があるのではないか。落札額の高騰の抑制という

観点からは、競り上げ幅の調整等の方法があり、必ずしもラウンド制限

が必要とは考えられない。（佐野構成員） 

￭ 競り上げによって適切な価格発見ができることから、過度に競り上げ

の回数を少なくすることは適当でない。（五十嵐構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 落札額の過度な高騰を避けるため、ラウンド制限は必要。具体的な回数

については、諸外国の事例も参考にしながら、適切に設定することが望

ましい。（NTT ドコモ） 

￭ 価格発見の観点から一定程度のラウンド数は必要と考えるが、諸外国

の事例を参考に、ラウンド制限を設けることが望ましい。（KDDI） 

￭ 落札額の高騰の防止やオークション実施期間の長期化の回避といった

観点から、一定回数に制限することが望ましい。（ソフトバンク） 

￭ 回数の制限なく競り上げを行う場合は、過度な落札額の高騰につなが

るおそれがあるため、価格の高騰が抑えられるよう、競り上げ回数を１

回にとどめるべき。（楽天モバイル） 
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（イ）考え方 

競り上げがあることによって適切な価格発見が可能となるという利点が

あり、ラウンド制限は、諸外国における採用例が少ないことから、落札額の

過度な高騰に対する効果や諸外国における今後の適用状況も踏まえながら、

アクティビティルールの設計とあわせて検討することが適当である。 

 

④ 周波数の取置き等 

（ア）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 米国では、資金力に乏しい極めて小規模な事業者まで想定しているこ

とから、新規事業者や中小事業者のみが入札可能である周波数枠が設

定されているが、我が国では状況が異なることから、周波数の取置きは

実情に合わないのではないか。なお、MVNO 等の中小事業者に対する

配慮が必要であれば、割当ての条件において、ネットワークの他事業者

への開放といった形で考慮すればよいのではないか。（林構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ ミリ波の利活用については、今後イノベーションを起こすことを目指

したり、テクノロジーを導入したりしていくため、先発や後発といった

区別なく、各事業者が横一線で新たな領域に取り組んでいくという考

え方。（KDDI） 

￭ 新規参入者や中小事業者の参入促進に関して、周波数の取置きではな

く、新規参入等を見据えて割当て枠の数を多めに設定することを想定。

（ソフトバンク） 

￭ 新規参入者や中小事業者の参入促進に関して、周波数の取置きではな

く、支払金の割引や、付される条件の緩和等を想定。（楽天モバイル） 

 

（イ）考え方 

周波数の取置きについては、利用意向調査の結果から想定される新規事

業者等の需要や市場における競争環境等を踏まえ、新規参入の促進の観点
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から特に必要であると考えられる場合には、それらの事業者のみが入札可

能な枠を設定することが考えられる。 
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第４章 条件付オークションの制度設計 

（１）割当て幅・割当て枠・割当て単位の設定 

（ア）論点 

条件付オークションを実施する場合の周波数の割当て幅や、割当て枠の数、

割当て単位について、それぞれどのように設定すべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

［割当て単位について］ 

￭ ミリ波は伝搬距離が短く面的なカバーには適さないため、全国単位で

割り当てたとしても、大都市圏以外のほとんどの地域では周波数が利

用されないのではないか。（高田構成員） 

￭ 地域単位での割当てについては、現行の干渉保護に関する検討の仕組

みが複雑であることから、地域に分割して割り当てることによるデメ

リットもあわせて検討することが必要。また、共用帯域の場合は、細分

化しすぎると干渉調整が難しくなると考えられることから、あまり細

かな単位は望ましくない。（高田構成員） 

￭ 地域単位で割り当てられている地域 BWA（2.5GHz 帯）は、全国的な観

点からは電波があまり有効利用されていないという課題がある。高い

周波数帯の方が地域性という観点からは優位と考えられるが、ミリ波

帯において地域 BWA のようなサービスを想定するのであれば、携帯電

話と同列で周波数割当てを行うかというところから検討が必要。（高田

構成員） 

￭ 地域ＢＷＡは、地域の発展に寄与するという政策目標で制度化されて

おり、イノベーションや新サービスの創出を政策目標とすることが想

定される条件付オークションとは異なる。また、地域ＢＷＡは、全国的

に見れば電波の有効利用に課題があることから、一部の割当て枠につ

いて地域ＢＷＡと同様に先願主義とする場合には、利用しやすい柔軟

な制度とし、事業者がスピード感をもって利活用を進めることが重要。
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（林構成員） 

￭ 全国単位のみで割り当てる場合は、新規参入者等を非常に優遇しない

限りは、ローカルな利用者が入ってくることは難しいのではないか。高

い周波数帯について割当て幅を広く確保できるのであれば、全国単位

で割り当てる帯域とは別に、例えば都道府県ごとの帯域を設けて、同時

に条件付オークションを行うことも可能ではないか。全国単位の方に

入札する事業者について地域単位の方への入札を制限すれば、特定の

地域でのみ周波数を利用する新規参入者等は、排他的に地域単位の方

に入札できることとなり、新規参入の促進と大手事業者による全国に

おける利用のメリットとを両立することが可能。（安田構成員） 

￭ 英国は国土の大きさが我が国と似ており、サービス供給が過剰になり

得るような高密度地域はオークションによって割り当て、過剰になる

心配のない低密度地域は先願主義とし、ミリ波の利用を促進するとい

うのは参考になるのではないか。（安田構成員） 

￭ 我が国ではオークションの先例がないため、細かく地域を分けて複雑

なオークションにする場合は、相当の準備期間を確保しなければ事業

者が適切に入札を行うことが難しいのではないか。一方、全国単位や、

高密度地域を一括して割り当てる場合は、それほど複雑な仕組みにな

らないと想定されるため、比較的実施しやすいのではないか。（安田構

成員） 

￭ 割当てのルールを分かりやすくする観点からは、割当て単位をあまり

細かく区切らない方がよい。（佐野構成員） 

事業者からの主な意見 

［割当て幅について］ 

￭ 十分な周波数枠の数の確保を前提として、一定程度の周波数幅で割り

当てることが望ましい。（KDDI） 

￭ 標準規格の帯域幅を考慮するとともに、広帯域を確保できるパターン

を優先すべき。（ソフトバンク） 
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［割当て枠の数について］ 

￭ 新規参入もある程度想定し、少なくとも割当てを希望する事業者数と

同程度の割当て枠の数の確保が必要。（ソフトバンク） 

［割当て単位について］ 

￭ 高い周波数帯は、ニーズに応じて展開することが適しているが、ニーズ

がどこで発生するかは未知であり、あらゆる地域へ柔軟に展開するこ

とが産業への貢献や社会課題の解決等に資すると考えられるため、割

当て単位は特定の地域に限定せず全国単位とすることが望ましい。ま

た、全国単位とした方が、災害時にも臨機応変に対応することが可能。

（NTT ドコモ） 

￭ 利用する周波数帯域を事業者ごとに定め、事業者が活用したいエリア

に対して割り当てる等、新たな考え方も検討すべき。全国単位の場合、

全国津々浦々の経済的価値が評価された落札額となるため高騰が懸念

されることから、市区町村単位等が望ましい。（KDDI） 

￭ ミリ波帯が活用されるスポットは、事業者間で共通の場合も多いと想

定されることから、シェアリング等の検討を進めることも考えられる。

（KDDI） 

￭ 多種多様なイノベーションの創出が重要となることから、都市・地方を

問わず迅速に基地局の展開が可能となるよう、全国単位が望ましい。

（ソフトバンク） 

￭ 需要に応じて都市部が優先的に整備されることは想定されるが、MNO

は全国でサービス展開を行うことから、全国各地で需要に応じて整備

することが見込まれるため、割当て単位は全国とすることが望ましい。

（楽天モバイル） 

 

（ウ）考え方 

１つの割当て枠当たりの周波数幅については、サービス内容にも大きな

影響を与えることから、事業者の利用意向や、国際標準化の動向等を踏まえ

て設定することが適当である。 
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割当て枠の数については、落札額の過度な高騰や、特定事業者への周波数

の集中への対応といった観点も踏まえ、需要に対して十分な割当て枠を確

保することが適当である。 

 

割当て単位については、個別の割当てにおける政策目標や事業者の利用

意向を踏まえ、柔軟に設定することが適当である。 

例えば、多様な事業者の参入を促進する観点からは、従来より小さな単位

（市区町村単位等）とすることも考えられる一方、全国各地においてニーズ

が顕在化したスポットで機動的にサービスを展開する場合等には、全国単

位とすることが考えられる。 

また、ミリ波等の高い周波数帯については、全国において展開される携帯

電話サービスだけでなく、比較的小さなエリアにおいて展開されるサービ

ス等、多様な形態のものが提供されると想定されることから、一部を全国単

位とし、他を従来より小さな単位（市区町村単位等）で割り当てることも考

えられる。 

この場合、全国単位の割当て枠や、競願が想定される地域を中心とした小

さな単位の割当て枠は条件付オークションによって割り当て、競願が想定

されない地域においては、地域 BWA やローカル５Ｇの例も踏まえて、先願

主義によってスピード感をもって免許を付与することにより、ミリ波の利

用を促進することも考えられる。 

なお、従来より小さな単位で割り当てる場合には、干渉調整が複雑になる

ことや、オークションの実施に当たって相当の準備期間を確保すること等

に留意することが必要である。 
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図表４―１ 移動通信システムの比較 

 

 

図表４－２ 英国におけるミリ波帯割当てのコンサルテーション 
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（２）排他的申請権の期間の長短 

（ア）論点 

条件付オークションにより割り当てられる周波数帯について、排他的申

請権の期間はどの程度確保されるべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ ミリ波帯がどのように活用されるかは予測困難であることから、オー

クションごとに、個別の状況に応じて設定することが適当。また、事後

的に柔軟に期間を変更可能とすることも考えられる。（林構成員） 

￭ 全国単位で割り当てた場合でも、実際には人口集中地域等の特定の地

域で利用され、ほとんどの地域では利用されないことも想定されるこ

とから、割当て後の利用状況を細かくチェックしていくことが適当。例

えば、排他的申請期間を 10 年とする場合に、前半の５年間で利用実績

がある地域は継続し、利用実績がない地域は排他的申請期間を短縮す

るという運用も考えられる。（安田構成員） 

￭ 排他的申請期間の長短によって経済的価値が変動するため、どのよう

な条件で期間が延長・短縮されるかについて割当て前に設定すること

が必要。（五十嵐構成員） 

￭ 排他的申請権の期間が利用状況に応じて変更される場合に、付与する

条件の内容として整理するのがよいのか、条件の遵守状況の監督措置

に位置付けるのがよいのか等、複数の論点に関わることに留意が必要。

（西村構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ サービスを企画して提供を開始し、産業社会の発展に寄与していく営

みの安定性を確保する観点から、合理的な排他的申請期間が必要。一方、

挑戦的な取組を後押しするという観点から、事業者の活性化とのバラ

ンスがとれた期間の検討が必要。（NTT ドコモ） 

￭ 排他的申請期間が短い場合、設備投資が促進されないことや、短期的な
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事業収益への影響が大きくなることが懸念されるため、現行制度と同

等以上の排他的申請期間が確保されるべき。（KDDI） 

￭ 事業運営の安定性の確保の観点から、例えば現行の開設計画認定制度

における認定期間（10 年）と同程度の期間等、一定の期間が必要。（ソ

フトバンク） 

￭ ミリ波等の高い周波数帯についても、事業運営の安定性や投資コスト

の回収等に配慮すべきであり、他の帯域と同等の整備コストも必要で

あることから、少なくとも現行制度と同等程度の期間が必要。（楽天モ

バイル） 

 

（ウ）考え方 

全国各地においてニーズが顕在化したスポットでサービスを展開する場

合等には、 

⚫ 現行の開設計画認定制度（総合評価方式）における排他的申請権の期間が

10 年以内3とされていること 

⚫ ミリ波等の比較的高い周波数帯については、ローバンド、ミッドバンド等

の比較的低い周波数帯とは異なり、全国的なエリアカバレッジを政策目

標とすることは想定されないこと 

⚫ ミリ波帯等の利活用が発展途上であり、ミリ波帯等を活用するユースケ

ースが十分に確立していないこと 

等を踏まえて、10 年以内で設定することが適当である。 

その際、例えば、期間を前半と後半に分け、前期における利用状況を調査

し、サービスが展開された地域については後期の継続を認め、サービスが展

開されなかった地域については後期の継続を認めない等、利用状況に応じ

て可変的な期間を設定することも考えられる。この場合、どのような条件で

継続が認められるかについて事前に設定しておくとともに、条件の遵守状

況をいかにフォローアップしていくかを併せて検討することが必要である。 

                                            
3 令和４年の電波法改正により、事業運営の安定性や投資コストの回収等に配慮して、５

年以内から 10 年以内に延長された。 
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一方、比較的狭いエリアにおいてスポット的に利用する場合等には、 

⚫ 全国的に利用する場合と比べて短期間で基地局等の展開が可能であると

想定されること 

⚫ 多種多様なプレイヤーが参入し、イノベーションや新サービスの創出に

向けて試行錯誤することが想定されること 

等を踏まえて、上記の場合よりも短い期間とすることも考えられる。 
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（３）条件付オークションによる周波数割当てに当たって付される条件 

（ア）論点 

条件付オークションによる周波数割当てに当たって付される条件につい

て、どのような内容が考えられるか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ イノベーションや新サービスの創出に係る条件を設定した場合に、判

断基準として実効性があるものになるよう、明確化することが必須。

（林構成員） 

￭ 条件を明確に設定しておけば、遵守状況の監督においても何をチェッ

クすべきか明確になることから、条件は客観的なものが望ましい。（佐

野構成員） 

￭ イノベーション促進に関する条件を設定することに賛成。ただし、採用

する予定の技術について、研究開発が長期化してなかなか実装されな

い場合は電波の有効利用に資さないことから、割当て後のフォローア

ップだけでなく、オークションの制度設計において何らかの対応が必

要。（林構成員） 

￭ 従来付与された条件と比較して論点となるのは、エリア展開に関する

ものであり、これについては、現在割り当てられているミリ波帯

（28GHz 帯）の利用状況を踏まえて検討することが必要。また、共用

が想定される帯域については、共用によるサービスのスケールを考慮

して検討することが必要。（高田構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 事業者の創意工夫によるイノベーションを促進し、産業への貢献や社

会課題の解決をより強く推進するためには、エリア展開における柔軟

性が最大限発揮されることが重要であることから、エリアカバレッジ

等の条件を課すことは望ましくない。（NTT ドコモ） 

￭ 政策目的と連動した最低限の有効利用の条件（例えば、ミリ波帯の割当
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てにおいては、ミリ波の有効利用に資するイノベーション技術の採用

等）について検討されるべき。なお、付与される条件は、周波数の特性

になじまない項目（例えば、ミリ波帯の割当てにおいては、エリアカバ

レッジ等）とならないよう配慮が必要。（KDDI） 

￭ 高度化技術の導入等、事業者が実行可能であり、イノベーションや新サ

ービスの創出等を後押しするものが妥当。また、ミリ波の周波数特性や

利用用途を踏まえれば、エリアカバー率等の面的整備を求めるものや、

基地局の設置時期や場所等をあらかじめ特定するようなものはそぐわ

ない。（ソフトバンク） 

￭ イノベーション促進に関する条件については、割当て後の評価におけ

る指標の設定が難しく、実効性のあるものにならない懸念がある。（楽

天モバイル） 

 

（ウ）考え方 

［サービス提供範囲］ 

ミリ波等の高い周波数帯については、伝搬距離が比較的短いという特

徴を有するため、スポット的に利用されることが想定されることから、こ

れまで５Ｇ向けの比較的低い周波数帯の割当てにおいて絶対審査基準と

された「全国及び各地域ブロックの５Ｇ基盤展開率」といった恒常的かつ

広域なエリアカバレッジを条件とすることは適当でないと考えられる。 

ただし、全国各地においてニーズが顕在化したスポットでサービスを

展開する場合において全国単位で割当てを行うときには、全国各地にお

けるサービスの利用可能性を確保し、周波数の死蔵を回避する観点から、

ニーズに応じて柔軟かつ機動的にサービス提供が可能な体制を全国各地

において構築すること等の条件を付すことが必要である。 

［イノベーション促進］ 

イノベーションや新サービスの創出を促進する観点から、サプライチ

ェーンリスク対応を含むサイバーセキュリティ対策といった安全性・信

頼性を確保しつつ、イノベーションに資すると想定される技術（SA、ネ
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ットワークスライシング等）を採用すること等の条件を付すことが考え

られる。 

なお、これらの条件の設定に当たっては、条件の遵守状況を適切にフォ

ローアップすることができるよう、明確かつ客観的なものとすることが

望ましい。 
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（４）オークション参加資格の審査 

（ア）論点 

どのような基準で条件付オークションの参加資格を認めるべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ イノベーションや新サービスの創出や、電波の有効利用を促進する観

点から、MVNO へのネットワークの提供について、参加資格又は付与

する条件として含めるべき。（石田構成員） 

￭ ネットワークの開放については、現行の開設計画認定制度における絶

対審査基準にも含まれており、電波の有効利用を促進するという観点

から、参加資格等として設定することが適当。（林構成員） 

￭ 同一グループから複数企業の参加を認めるかについて、仮に全国単位

と地域単位の両方を同時に割り当てる場合には、それぞれ同一グルー

プから一社しか認めないといった制度設計も考えられる。（安田構成員） 

￭ 支払金の割引は、オークションのメカニズムを変更してしまう可能性

があるため、新規参入の促進のための方策であれば、参加資格の緩和や

保証金の割引等の方がよいのではないか。（五十嵐構成員） 

￭ 支払金の割引は、年度ごとに納付すべきかという支払方法とはレベル

が異なる論点であることから、「落札者が支払うべき金銭の支払方法等」

の項目ではなく、オークションの制度設計の項目に位置付けることが

適当。（柳川主任） 

事業者からの主な意見 

￭ 従来の絶対審査基準に相当する項目は、オークション参加に当たって

の最低限の条件又は付与される条件として設定されるべき。（KDDI） 

￭ オークション費用や基地局等の整備費用の確保といった財務的基礎

や、サービスの提供計画を有していることといったネットワークの構

築・運営能力を確認するとともに、公正な競争環境を確保する観点を

踏まえた要件も検討の余地があるのではないか。（ソフトバンク）  
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（ウ）考え方 

条件付オークションの参加資格は、まず、現行の開設計画認定制度におけ

る申請者に関する事項に準ずることとし、開設計画の審査における絶対審

査基準からエリア展開に関するものを除いた以下の項目を設定することが

適当である。 

⚫ 欠格事由（電波法第５条第３項各号）への非該当性 

⚫ 電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第９条の登録を受けているこ

と又は受ける見込みが十分であること 

⚫ 設備の設置・運用に関する事項 

⚫ 財務的基礎に関する事項 

⚫ コンプライアンスに関する事項 

⚫ サービスに関する事項（MVNO へのネットワーク提供計画を有している

こと等） 

⚫ 混信対策に関する事項 

⚫ その他（同一グループの企業からの複数の申請に関する事項等） 

 

加えて、オークションを実施している諸外国における例を踏まえて、保証

金の提供も参加資格の一つとして設定することが適当である。 

また、新規参入の促進の観点からは、保証金の割引等4の参加資格の緩和

について検討することが考えられる。 

  

                                            
4 支払金の割引については、オークションメカニズムへの影響に留意し、諸外国における

事例も踏まえて慎重に検討することが適当である。 
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（５）最低落札額の設定 

（ア）論点 

最低落札額について、どのように設定すべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 競争の余地をできるだけ確保する観点から、低い金額を設定すること

が適当。（林構成員） 

￭ AP 法や収益還元法は、収益性が高いものには適すると考えられるが、

諸外国においてミリ波帯であまり収益が上がっていないと考えられる

ことから、比較法が適当。また、我が国において地域単位で割り当てる

場合は、全国単位でない割当てを行っている米国等を参考にすればよ

いのではないか。（安田構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 現行の総合評価方式では、特定基地局開設料の標準的な金額を著しく

下回る金額が絶対審査基準として事前に公表されていることを踏まえ、

最低落札額は、特定基地局開設料の標準的な金額と同様の方法で設定

され、あらかじめオークション参加者に示されることが望ましい。

（KDDI） 

￭ 算定方法等は事前に開示されることが望ましい。なお、算定に当たって

は、共用条件、移行に要する費用、混信防止対策に係る費用等を加味す

るとともに、諸外国の最低落札額を参照することも考えられる。（ソフ

トバンク） 

￭ 条件付オークション全体の制度設計やオークション方式等を勘案し、

最低落札額の設定の要否について検討する必要。（楽天モバイル） 
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（ウ）考え方 

最低落札額の算定について、諸外国においては、主に「比較法」が用いら

れている。なお、他の方法としては、「AP5法」や「収益還元法」が挙げられ

る。 

⚫ 比較法：他国のオークション結果について、帯域幅、人口、免許期間等の

変数で基準化して算定 

⚫ AP 法：周波数の利用によって削減されるネットワーク関連コストをベー

スに算定 

⚫ 収益還元法：周波数の利用によって将来にわたり得られる収益の現在価

値をベースに算定 

 

これを踏まえて、我が国においてミリ波帯等を対象として条件付オーク

ションを実施する場合には、諸外国におけるミリ波帯等のオークション結

果を参照して最低落札額を算定する等、算定に当たっての考え方を示した

上で、最低落札額を設定することが適当である。 

  

                                            
5 Administrative Pricing の略 
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（６）競争阻害的な行動の抑止策 

（ア）論点 

条件付オークションにおける競争阻害的な行動について、どのような対

応策が考えられるか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 談合等の違法性の認定に当たっては、時間がかかるほか立証が困難で

あることも考えられるが、抑止力という観点から、刑事罰等のみならず

調査権限も含めて制度整備を検討することが必要。（西村構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 競争阻害的な行動（不当な価格つり上げ等）を行う事業者への措置は必

要。（ソフトバンク） 

 

（ウ）考え方 

諸外国において、オークションの実施に当たって、談合、機密情報の漏洩

等の競争阻害的な行動があった場合には、 

⚫ 保証金の没収 

⚫ オークション結果の修正、オークションの中止・やり直し 

⚫ 入札手続からの除外 

⚫ 免許の取消し 

⚫ 刑事罰 

等の対応を行うことが規定されている。 

これを踏まえて、条件付オークションの実施に当たって競争阻害的な行

動があった場合には、同様の対応を行うことについて検討することが適当

である。 
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第５章 条件付オークションの実施方法 

（１）オークション方式の選択 

（ア）論点 

条件付オークションの実施に当たって、SMRA（同時複数ラウンド競り上

げオークション）、CCA（組合せ時計オークション）等のどのような方式を

採用すべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ カテゴリーが一つしかなく、各周波数枠に補完性がない場合は、CCA の

ような複雑な方式を採用しなくても、オーズベルオークションのよう

に比較的分かりやすい方式を検討することが適当。（佐野構成員） 

￭ オーズベルオークションは、入札者が正直に自らの経済的価値を申告

すればよいという点で優れており、より経済的価値の高い事業者が適

切な数を落札できるという効率性を満たす。ただ、それらとトレードオ

フの関係として、獲得する枠の数が同じであっても、支払額が異なる場

合があることに注意が必要。（安田構成員） 

￭ 実際にどの方式を採用するかについては、それぞれメリット・デメリッ

トがあることから、今回候補に挙がっているものを中心に、具体的な検

討に当たって細部を固めていけばよいのではないか。（安田構成員） 

￭ オークション方式について、ケースバイケースで選択することに賛成。

SMRA は、米国におけるオークション導入当初から採用され、諸外国

においても多用されており、運用実績が豊富であることからよいので

はないかと思うが、その後オークション方式は改良の試みが続けられ

ており、そうした展開を踏まえた設計が適当。（林構成員） 

￭ 周波数枠の同質性については、隣接周波数帯のシステムや共用する無

線局の数等を勘案して、個別具体的に検討することが必要。（高田構成

員） 
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￭ 周波数枠の同質性に関しては、CCA の枠組みで、CCA のプリンシパル

ステージの代わりにオーズベルオークションを組み込む形とすれば、

一度は同質のものとして扱った上で、具体的な配置はアサインメント

ステージで決定するというハイブリッドな設計も考えられる。（佐野構

成員） 

￭ オークション方式については、個別の割当てにおいて改めて詳細な議

論を行う必要があり、分かりやすさと納得感のある仕組みとすること

が重要。（柳川主任） 

事業者からの主な意見 

￭ 割当て周波数ごとに適切なオークション方式は異なると考えられるこ

とから、割当ての都度検討することが合理的。（ソフトバンク） 

 

（ウ）考え方 

SMRA、CCA、オーズベルオークション等のオークション方式について、

それぞれの特徴や適するケースを踏まえて、割り当てる周波数帯に応じて

適切な方式を採用することが適当である。 

 

図表５－１ ＳＭＲＡ（同時複数ラウンド競り上げオークション）概要 
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図表５－２ CCA（組合せ時計オークション）概要 
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図表５－３ オークション方式の比較 

 

 

図表５－４ オーズベル（Ausubel）オークション概要 
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（２）落札者が支払うべき金銭の支払方法等 

（ア）論点 

落札者が支払うべき金銭について、一括払い、分割払い等どのように支払

われるべきか。また、排他的申請権が取り消された場合の残額の支払につい

て、どのように取り扱うべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 法的な観点からは年度ごとの支払いが適当と理解するが、オークショ

ンデザインの観点からは、一括払いの方が望ましいのではないかとい

う議論がある。（佐野構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 付与された条件を満たさないこと等により排他的申請権が取り消され

る場合、落札額の残額については、健全な電波の有効利用の観点から、

一定のペナルティを与えることが望ましい。（KDDI） 

￭ 特定基地局開設料と同様に、認定期間における年ごとの納付方法とす

べき。仮に排他的申請権が取り消された場合等は、利用期間相当分を支

払うことが合理的。また、イノベーションの創出に向けた取組を後押し

する観点から、オークション収入の使途として掲げられる事業につい

て、事業者自らが実施する場合には、それらに係る費用を落札額から差

し引くといった制度は有益。（ソフトバンク） 

￭ 条件付オークションにおける落札額の支払方法については、特定基地

局開設料と同様の支払方法であることが望ましい。（楽天モバイル） 

 

（ウ）考え方 

国の債権管理の一般法である「国の債権の管理等に関する法律」（昭和 31

年法律第 114 号）及び「国の債権の管理等に関する法律施行令」（昭和 31

年政令第 337 号）においては、「国の財産の貸付料又は使用料等」について、

年度ごとにその債権が発生し、管理・納付することとされる。 
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落札者が支払うべき金銭は、一定期間排他的に免許を申請することがで

きる地位の対価としての性格を有し、「国の財産の貸付料又は使用料等」に

該当すると考えられることから、オークションデザインの観点から一括払

いの方が望ましいといった特段の事情が認められない場合には、排他的申

請権を有する期間において年度ごとに納付するものとすることが適当であ

る。 

また、排他的申請権が取り消された場合については、当該取消しのあった

年度の翌年度以降は債権が発生していないことから、納付することは不要

と考えられる。 

なお、取消しの原因について、オークション実施に当たって競争阻害的な

行動をした等のオークションルール・法令への違反である場合には、罰金等

を科すことが適当である。 
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第６章 電波の利用状況のフォローアップ 

（１）条件の遵守状況の監督措置 

（ア）論点 

条件付オークションによる割当てに当たって付される条件について、遵

守状況をどのように監督すべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 高い周波数帯の有効利用については、低い周波数帯と異なる観点で評

価することが必要。また、５Ｇの一層の推進を図るため、インフラシェ

アリングの観点や安全・信頼性を高めていくための取組の観点につい

て評価項目として検討することが必要。（林構成員） 

￭ イノベーションの促進に関する条件が付される場合には、できる限り

定量的に評価できるような評価手法を検討することが将来的な課題。

（林構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 電波の有効利用については、客観的なデータ等の実績により評価する

ことが適当。例えば、より多くのトラヒックをより多くの基地局で提供

している状況を反映したトラヒックデータと基地局の設置密度等を重

ね合わせた指標や、第三者によるエリアの実測結果の評価等が考えら

れる。さらに、高い周波数帯における評価は、周波数特性を活かした新

たな利用形態等も考慮し、新たな観点による評価項目の検討が必要。例

えば、ニーズに応じた時限的なエリア展開といった従来とは異なる新

たなエリア展開に準じた利用状況や、極めてひっ迫したピンポイント

のエリア（ラッシュ時のホーム、スタジアム内等）における局所的なト

ラヒック容量対策等に関する利用状況等が考えられる。（NTT ドコモ） 

￭ 現行の電波の利用状況調査の仕組みを活用することが望ましい。条件

を遵守できなかった場合は、例えば、排他的申請期間の終了等の措置が
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考えられるが、利用者等への影響が大きいため、条件に違反した理由等

も十分考慮して判断することが必要。（KDDI） 

￭ 現行の電波の利用状況調査のスキームにおいて、条件として付与され

た内容の遵守状況をフォローアップする項目を新たに設定して確認す

ることが適当。（ソフトバンク） 

￭ 現行の電波の利用状況調査に相当するスキームにおいて監督すること

が望ましい。（楽天モバイル） 

 

（ウ）考え方 

付された条件の内容を踏まえて、調査・評価項目を設定し、現行の電波の

利用状況調査及び有効利用評価のスキームにおいて、条件の遵守状況を調

査・評価することが適当である。 

なお、イノベーションの促進に関する条件が付された場合には、定量的な

評価手法を検討することが将来的な課題である。 

 

図表６－１ 電波の利用状況の調査等6 

 

  

                                            
6 上記のスキームに限らず、必要な場合には随時、条件の遵守状況について調査を行うこ

とも考えられる。 
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（２）排他的申請期間満了後の再オークションの要否 

（ア）論点 

排他的申請期間の満了に伴って、再び条件付オークションを実施すべき

か。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 排他的申請期間満了後も潜在的な利用者から周波数を利用したいとい

う申出がなければ、継続して利用できる運用とすることが適当。なお、

排他的申請期間満了以降における取扱いについては、その時点におけ

るイノベーションや事業者の状況等を踏まえて対応を検討することが

適当。（高田構成員） 

￭ 排他的申請期間内における地位の返上については、事業者にとってペ

ナルティとならない形が適当。（高田構成員） 

￭ 排他的申請期間の満了に伴って再オークションを行う制度にした場合

には、排他的申請期間内における経済的価値のみを考慮して入札を行

うこととなる。一方、排他的申請期間の満了に伴って再オークションを

行わず、継続的に利用できることを前提とした場合には、例えば 10 年

目以降、将来的にミリ波の価値が高くなることを踏まえて入札するこ

とが想定されるため、価格が高騰する懸念がある。（安田構成員） 

事業者からの主な意見 

￭ 再オークションを実施する場合は、将来的な周波数の利用が担保され

ないため、設備投資のインセンティブが働かない懸念がある。また、オ

ークションによって割り当てられた周波数帯について、再割当てに係

る申出の制度を適用する場合は、現に周波数を割り当てられている事

業者の財務負担を高めることを目的として、いたずらに再オークショ

ンの申出が行われる可能性を払拭できないことから、再割当てに係る

申出の制度の適用対象外とする検討が必要。（KDDI） 

￭ 事業者がイノベーションやビジネス創造を目的として周波数を獲得し
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たものの、うまくいかなかった場合に、他に利活用を希望する事業者に

対して譲ることができる柔軟な仕組みの検討が必要。（KDDI） 

￭ 高い周波数帯は、将来的にも多くの割当て枠を確保できる帯域であり、

イノベーションや新サービスの創出への期待もあるため、利用者保護

や産業育成の観点から、排他的申請期間満了後も継続して利用できる

ことが有益。また、再オークションの実施により事業者にとって多大な

追加コストが必要となった場合には、産業全体にとってもよくないの

ではないか。（ソフトバンク） 

￭ 現行の周波数の再割当てと同様のスキームによって需要に応じた割当

てを行うことは可能であり、必ずしも、排他的申請期間の満了に起因し

た再オークションを行うことは不要。（楽天モバイル） 

 

（ウ）考え方 

条件付オークションによる割当てが想定されるミリ波等の比較的高い周

波数帯については、比較的低い周波数帯に比べて帯域幅が広く、割当て幅を

十分に確保できると見込まれることから、新規参入者も含めた割当て希望

者に対して十分な割当て機会を確保できると考えられること等を踏まえて、

排他的申請期間満了に伴って直ちに再オークション（再割当て）を実施する

必要まではないと考えられる。 

また、排他的申請期間満了以降における取扱いについては、その時点にお

ける電波の有効利用の程度の評価や事業者等のニーズ、技術革新への取組

等を踏まえて、対応を検討することが適当である。 

他方、ミリ波の利活用が発展途上であり、ユースケースが確立していない

ことから、イノベーションや新サービスの創出に向けて試行錯誤しながら

取り組んだものの、排他的申請期間内において、やむを得ず事業から撤退せ

ざるを得ない状況に陥ってしまう可能性も考えられる。 

そうした場合には、周波数が死蔵されてしまうこととなるため、電波の有

効利用を図る観点から、事業者に不利益とならない形で排他的申請権を有

する地位を返上することができるといったスキームについて検討すること

が必要と考えられる。なお、仮に返上されたときには、新たな事業者に対し
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て条件付オークションにより割り当てることが考えられる。 
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（３）排他的申請権を有する地位及び免許人の地位の移転 

（ア）論点 

条件付オークションにより割り当てられる周波数について、排他的申請

権を有する地位及び免許人の地位の移転をどのように取り扱うべきか。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ 現行制度に倣って、総務大臣の許可を受けて行うことが適当。（西村構

成員） 

￭ 地位の移転について、一般論として、電波の有効利用に資する側面があ

るためよいとも考えられる。しかし、転売や投機目的の入札について、

諸外国においてはエリアカバー率の義務付けによって防止してきたと

考えられるところ、ミリ波帯の割当てはそのような義務付けがなじま

ないことから、事業譲渡等に伴う地位の承継の範囲に限定することが

適当。（林構成員）  

事業者からの主な意見 

￭ ［再掲］ 事業者がイノベーションやビジネス創造を目的として周波数

を獲得したものの、うまくいかなかった場合に、他に利活用を希望する

事業者に対して譲ることができる柔軟な仕組みの検討が必要。（KDDI） 

 

（ウ）考え方 

条件付オークションにより割り当てられる周波数に関して、事業者等の

間で総務大臣の許可なく排他的申請権を有する地位及び免許人の地位を移

転することについては、 

⚫ 自らは事業を営まずに専ら転売を目的とするような入札が行われる 

⚫ 条件付オークションの参加資格を満たさない者や免許の審査事項に適合

しない者に地位が移転する 

⚫ 特定の事業者に周波数が集中する 

といった可能性があることから、条件付オークションによる割当てが形骸
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化し、電波の有効利用が図られないおそれがある。 

このため、排他的申請権を有する地位及び免許人の地位の移転について

は、現行の電波法においても認められている、合併、分割又は事業譲渡に伴

って総務大臣の許可を受けて行う認定開設者及び免許人の地位の承継の範

囲で認めることが適当である。 
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第７章 その他 

（１）オークション収入の使途 

（ア）論点 

条件付オークションに係る収入について、どのように取り扱われるべき

か。 

 

（イ）主な意見 

構成員からの主な意見 

￭ ミリ波を含めた５Ｇビジネスの拡大に資するような施策に重点的に活

用することに賛成。なお、市場規模がそれほど大きくないシステムや、

ユースケースが確立していないミリ波帯等の帯域に係る研究開発につ

いては、なかなか進捗しない可能性があるため、電波の有効利用の一層

の促進を図る観点から、国がオークション収入等を活用しながら積極

的に支援することが重要。（林構成員） 

￭ ５Ｇビジネスが当初期待されていたほど大きくは展開されていない現

状を踏まえると、テクニカルな面も含めて国による支援が必要と考え

られることから、ミリ波を含めた５Ｇビジネスの拡大に資するような

施策に重点的に活用することに賛成。（高田構成員） 

￭ オークション収入を５Ｇビジネスの拡大に資する施策に活用すること

に賛成。ミリ波帯を含む５Ｇについては、ビジネスとしてうまく成立す

るユースケースが世界的にも確立されておらず、これまで割り当てら

れた低い周波数帯と比較して、公的な投資によって事業者にとっての

経済的価値が高まる蓋然性が高い可能性がある。そのため、一般財源と

するのではなく、５G のエコシステム全体に資するような活用方法を

検討することに意義がある。（安田構成員） 

￭ 基地局等のインフラ整備は、ミリ波帯だけの課題ではないと考えられ

るため、広く５Ｇに関するインフラ整備にオークション収入等を活用

することが適当。（石田構成員） 

￭ オークション収入の使途については、電波利用料の使途との関係の整
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理が今後必要。電波利用料の使途は、電波法において限定列挙され厳格

に決められており、電波利用料があるからオークション収入は一般財

源でよいとはならない。（林構成員） 

￭ インフラ整備について、建設費用は経時的に低減していくため支援策

は不要ではないかという考えもあるかもしれないが、最新技術を導入

するソフトウェアコストは低減しておらず、部材や人件費といった工

事コストはインフレや円安の影響で近年高くなっており、オークショ

ン収入を重点的に活用する必要性が高まっていると考えられる。（林構

成員） 

￭ 通信事業者にとってはオークションによる負担が考えられることから、

何らか還元されるような仕組みが必要ではないか。（石田構成員） 

￭ オークション収入の使途に関しては、「特定基地局開設料の収入と相ま

って」と記載されているように、ミリ波も含めた５Ｇビジネスの拡大の

ためにどのようにお金を使うべきかという論点であり、オークション

と直接リンクさせるのではなく、オークション収入をどのように活用

していくかという観点が重要。（柳川主任） 

事業者からの主な意見 

￭ ５Ｇの地方への展開に関する促進支援、不感地エリア対策補助、災害対

策・復旧費用への補填等、携帯電話ネットワークの社会インフラとして

の機能の一層の強化に向けて、現行の電波利用料とともに活用するこ

とが適当。なお、活用に当たっては、事業者の負担軽減の側面について

も考慮すべき。（NTT ドコモ） 

￭ Beyond 5G 時代の日本の国際競争力向上に向けた研究開発の推進、デ

ジタル田園都市国家構想の実現に向けた過疎地や不感地エリアへの展

開支援、強靭かつ高品質なネットワーク整備に向けた災害・事故対策費

用に充てるべき。（KDDI） 

￭ 技術実証・実用化や産業用途の汎用端末の開発、条件不利地域や非居住

地域のエリア整備、ネットワーク強靱化・災害対策等の電気通信市場の

活性化や強靭化等への支援に充当することが有益。（ソフトバンク） 
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￭ 条件付オークションにより割り当てられる周波数帯に係る電波利用料

の取扱いについて、諸外国の事例を参考にしながら整理することが必

要。（ソフトバンク） 

￭ 整備が困難なエリアにおける基地局設置への補助や、O-RAN の普及促

進に係る補助等、日本の携帯電話事業の更なる発展や国際競争力の強

化に向けた活用を希望。（楽天モバイル） 

 

（ウ）考え方 

条件付オークションは、利用に高度な技術やノウハウが必要となるミリ

波等の高い周波数帯について、創意工夫によるイノベーションや新サービ

スの創出につながることを政策目標として実施されることを踏まえ、その

収入については、Society5.0 の実現に資する施策に充てるものとされてい

る特定基地局開設料の収入と相まって、５ＧビジネスデザインＷＧにおい

て議論されているミリ波を含めた５Ｇビジネスの拡大に資するような施策7

に重点的に活用することが期待されている。 

例えば、以下のような施策が想定されるが、既に制度が導入されている諸

外国の事例も研究の上、ミリ波等の周波数の価値の向上を目指し、電波の一

層の有効利用を促進していくことについて検討すべきである。 

 

［想定される施策］ 

⚫ 基地局等のインフラ整備に関する施策 

⚫ ミリ波の利活用を含む５Ｇ等に関する研究開発に関する施策 

⚫ ネットワークの安全性・信頼性の確保に関する施策 

⚫ Open RAN の普及・展開に関する施策 

⚫ ミリ波の利活用を含むユースケースの創出に関する施策 

 

あわせて、電波利用料の活用や事業者の負担軽減の側面についても考慮

することが必要と考えられる。  

                                            
7 条件付オークションの実施も、５G ビジネスの拡大に資する施策と考えられる。 
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おわりに 

本タスクフォースでは、今後の５G ビジネスの拡大に資する新たな割当方式

として「条件付オークション」を選択可能とするよう、令和７年度末までに５Ｇ

用として新たに割当てが想定される周波数帯（26GHz 帯、40GHz 帯等）を念頭

に、条件付オークションの具体的な制度設計について検討を行った。 

条件付オークションによる割当てが想定されるミリ波帯等の高い周波数帯は、

いまだ利活用が発展途上でユースケースが十分に確立していないことから、個

別の割当てにおいては、利用意向調査によって把握される事業者の利用ニーズ

や技術の発展状況等を踏まえ、ケースバイケースで柔軟にオークション実施方

針を策定し、事前に十分な情報提供を行った上で、分かりやすく納得感のある条

件付オークションを実施することが求められる。 

本取りまとめで提言された内容を踏まえ、総務省において、条件付オークショ

ンの導入に向けて必要な制度整備が行われるとともに、条件付オークションに

よる割当てが行われた暁には、多様な事業者の創意工夫によってイノベーショ

ンや新サービスの創出が実現し、ミリ波を含む５Ｇビジネスが拡大していくこ

とを期待する。 
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「デジタル変革時代の電波政策懇談会 ５Ｇビジネスデザインワーキンググループ 
割当方式検討タスクフォース」 

運営方針 
 

１ 開催趣旨 

本タスクフォース（以下「ＴＦ」という。）は、「デジタル変革時代の電波政策懇談会 ５Ｇビジネ

スデザインワーキンググループ」（以下「ＷＧ」という。）の下に開催され、５Ｇ用周波数の割当方式

（総合評価方式、条件付オークション）の選択条件、条件付オークションの具体的な制度設計等につ

いて検討を行うことを目的とする。 

 

２ 名称 

本ＴＦは、「割当方式検討タスクフォース」と称する。 

 

３ 検討事項 

  次の事項に関する専門的検討を行う。 

(1) ５Ｇ用周波数の割当方式（総合評価方式、条件付オークション）の選択条件 

(2) 条件付オークションの具体的な制度設計 

(3) その他 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本ＴＦの構成員は、別紙のとおりとする。 

(2) 本ＴＦには、主任及び主任代理を置く。 

(3) 主任は、ＷＧ主査が指名し、主任代理は主任が指名する。 

(4) 主任は、本ＴＦを招集し、主宰する。 

(5) 懇談会座長及びＷＧ主査は、必要に応じて、本ＴＦに出席することができる。 

(6) 主任は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(7) 主任代理は、主任を補佐し、主任不在のときは、主任に代わって本ＴＦを招集し、主宰する。 

(8) その他、本ＴＦの運営に必要な事項は、主任が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開 

(1) 本ＴＦは、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利

益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主任が必要と認める場合については、非公

開とする。 

(2) 本ＴＦの会議で使用した資料については、原則として、総務省のホームページに掲載し公開する。

ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれ

がある場合その他主任が必要と認める場合については、非公開とする。 

(3) 本ＴＦの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームページに掲載し、公開

する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するお

それがある場合その他主任が必要と認める場合については、非公開とする。  

 

６ 庶務 

本ＴＦの庶務は、総合通信基盤局電波部電波政策課において行う。  
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別紙 

「デジタル変革時代の電波政策懇談会 ５Ｇビジネスデザインワーキンググループ 

割当方式検討タスクフォース」  

構成員 一覧 

（敬称略、主任及び主任代理を除き五十音順） 

 

（主任）  柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科 教授 

（主任代理） 高田 潤一 東京工業大学環境・社会理工学院 学院長/教授 

五十嵐 歩美 東京大学大学院情報理工学系研究科数理情報学専攻 准教授  

石田 幸枝 公益社団法人 全国消費生活相談員協会 理事 

佐野 隆司 横浜国立大学大学院国際社会科学研究院 准教授 

西村 暢史 中央大学法学部 教授 

林 秀弥 名古屋大学大学院法学研究科 教授 

安田 洋祐 大阪大学大学院経済学研究科 教授 

 

【オブザーバー】 内閣府規制改革推進室 
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「デジタル変革時代の電波政策懇談会 ５Ｇビジネスデザインワーキンググループ 

割当方式検討タスクフォース」  

審議経過 

 

会合 開催日 主な議題 

第１回 令和５年２月28 日 

【事務局説明】 

・新たな割当方式の制度化に向けた検討について 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000863746.pdf 

【事業者ヒアリング】 

・株式会社NTT ドコモ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000863748.pdf 

・KDDI 株式会社 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000863749.pdf 

第２回 令和５年３月14 日 

【事業者ヒアリング】 

・ソフトバンク株式会社 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000868112.pdf 

・楽天モバイル株式会社 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000868113.pdf 

【事務局説明】 

・条件付オークションの制度設計について－詳細検討①－ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000868114.pdf 

第３回 令和５年４月14 日 

【事務局説明】 

・条件付オークションの制度設計について－詳細検討②－ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000875782.pdf 

第４回 令和５年５月９日 

【論点整理（案）】 

・条件付オークションの制度設計について－論点整理（案）－ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000879438.pdf 

第５回 令和５年５月24 日 
【取りまとめ（案）】 

・割当方式検討タスクフォース取りまとめ（案） 
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